
長期入院精神障害者をめぐる現状

第８回 精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針等に関する検討会

平成２６年３月２８日 資料４

１．精神科入院医療

-1-



精神病床における患者の動態の年次推移

24.0%

8.5%

11.3%34.9%

19.9%
1.4%

入院期間：１年～５年

家庭復帰等 GH、CH、社会復帰施設等 高齢者福祉施設

転院・院内転科 死亡 その他

71.4%

4.8%

5.5%

13.5%

3.4%
1.2%

入院期間:１年未満

8.7%

8.8%

5.6%

48.6%

27.6%

0.7%

入院期間：５年以上

精神科病院からの退院者の状況

28,004名 2,751名 1,350名

平成２３年度精神・障害保健課調べ
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死亡退院者数の推移（推計値）

※630調査の数値（各年６月１か月間の数値）を基に、年間数を推計。

精神・障害保健課調べ

16,536 
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在院期間

1年未満

在院期間

1年以上

在院期間1年以上の退院患者の転帰（推計値）

精神・障害保健課調べ

19,728 17,508 16,512 
13,872 14,172 12,852 13,836 12,048 10,524 9,600 10,080 9,336 
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7,920 
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8,424 
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8,688 9,792 11,040 
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40,000
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人／年

その他

死亡

転院・院内転科

高齢者福祉施設

GH・CH・

社会復帰施設等
社会復帰施設等

家庭復帰など

52,272 49,140 47,496 49,548 47,220 47,616 49,896 47,376 45,948 47,808 48,696 49,212

※630調査の数値（各年６月１か月間の数値）を基に、年間数を推計。
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精神病床に1年以上入院している患者の年齢分布
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50.4
36.8

27.3 22.5

60.8

64.5

59.2
53.4

49.7
52.4

52.5
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42.7

46.7
51

0

50

100

150

200

250

H14 H17 H20 H23

不詳

75歳以上

65～74歳

55～64歳
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資料：患者調査

22.3万人

単位：千人

22.0万人
20.5万人

19.3万人

38.3％

51.8％

1年以上入院患者数は減っているが、高齢者の割合は増加
※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

1年以上入院している精神障害者の疾患別分類
（精神病床以外の入院患者も含）

31.1 41.8 47.5 44.4 45.3
8.8

8.7 7.8 6.7 6.2
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気分障害

統合失調症圏

精神作用物質使用による

精神及び行動の障害

認知症

資料：患者調査

23.2万人
単位：千人

23.1万人 23.0万人
20.6万人21.5万人

※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

-4-



1年以上精神病床に入院している精神疾患患者
～年齢、疾患別分類～

5.0
（10.6％）

23.3
（47.3％）

3.2 

9.9
（90.0％）

18.8
（88.7％）

43.2
（84.4％）

34.8
（73.9％）

18.7
（37.9％）

0.0
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50.0

60.0

0～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65～74歳 75歳以上

その他の精神及び行動の障

害

気分障害

統合失調症圏

精神作用物質使用による精

神及び行動の障害

認知症

資料：平成２３年患者調査

※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

※上記集計は、不詳は除いている

0.8 3.6 11 21.2 51.2 47.1 49.3

単位：千人

精神科病院における長期入院患者に関する調査

○平成24年６月、精神科医療の機能分化と質の向上等に関する検討会において、精神科入院医療の今後の方向性として、
「精神科の入院患者は、「重度かつ慢性」を除き、１年で退院させ、入院外治療へ移行させる仕組みを検討する」との方針がま
とめられたのを受け、精神科病院における長期入院患者の実態を把握することを目的とした実態調査を行い、「重度かつ慢
性」の基準作成に活用する。

調査目的

○調査対象機関：全国の精神病床を保有する病院、1618施設
→663施設（41.4％）から回答
○調査対象：調査日時点で、精神病棟入院基本料、精神科救急入院料１・２、精神科急性期治療病棟入院料１・２、精神科救
急・合併症入院料、精神療養病棟入院料を算定している病棟および医療観察法病棟に、１年以上入院している患者（認知症
を除く）から無作為に抽出（１０％抽出）した患者、4978名

調査対象

○調査方法：
・調査対象機関の病院長はその施設の調査担当者（病棟看護師長等）を指名し、この調査担当者が調査の遂行、回答の記
載等を行った
・アンケート方式で、対象施設に調査票を送付し、記入後返送して頂き、集計・分析
○調査内容：
①施設基本情報（病床数、病棟種類、従事者数）
②患者基本情報（性別、年齢、入院期間、診断名等）
③患者の状態像（BPRS、ADL、IADL、GAF、行動異常、隔離・身体拘束の状況等）
④治療内容
⑤退院困難の理由

調査方法・内容

出典：平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」より
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216名

1,418名
（33％）

2,595名
（61％）

精神症状が極めて重症、

または不安定であるため

居住・支援がないため

身体合併症治療のため

無回答

精神科病院における1年以上の長期入院患者
（認知症を除く）に関する調査
～退院困難症例の内訳～

4262名
（85%）

681名
（14%）

35名
（1%）

調査日時点の退院可能性

困難 可能 無回答

出典：平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」より

調査対象全体の
28.1％

退院困難理由

居住・支援がないため退院困難な群1381名
（無回答37名除く）の年齢別、生活能力別内訳

日常生活能力 65歳未満 65歳以上

1
（日常生活および社会生活は普通に出来る）

61（8.4％） 53（7.7％）

2
（日常生活および社会生活に一定の制限を受ける）

173（24.9％） 128（18.6％）

3
（日常生活および社会生活に著しい制限を受けており、

時に援助を要する）

242（34.9％） 227（33.0％）

4
（日常生活および社会生活に著しい制限を受けており、

常時援助を要する）

186（26.8％） 176（25.6％）

5
（身の回りのことはほとんどできない）

32（4.6％） 103（15.0％）

694 687
65歳以上
の40.6％

援助の必要性
が高い群

援助の必要性
が低い群

65歳以上
の59.4％

65歳未満
の68.6％

65歳未満
の31.4％

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）
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居住・支援がないため退院困難な群1381名
の障害程度区分、要介護認定申請状況

630

区分１
区分２
区分３
区分４
区分５

区分６
非該当
申請中
申請無し
無回答

65歳未満（694名） 65歳以上（687名）

9
4

27
15

12
3
3
6
5

56340

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

非該当

申請中

申請無し

無回答

65歳未満（694名） 65歳以上（687名）

障害程度区分

要介護認定

障害程度
区分、要
介護認定
ともに申請
されていな
い状況

7.4%

5.9%

6.6%

6.6%

10.0%

4.8%

6.6%

4.0%

51.9%

54.9%

11.5%

18.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

入院前の住居 別の家族の家 賃貸住宅 一般病院 他の精神科病院 障害福祉サービスによる入所施設 介護保険サービスによる入所施設 その他 無回答

居住・支援がないため退院困難な群1381名
の想定される退院先（複数回答可）

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

4.7% 3.8%

4.9%

5.2%

2.1%

4.5%

2.9%

33.3%

29.7%

44.5%

53.1%

地域生活を営むの

が可能

地域生活を営むの

が困難

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

（GH、CH含）
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居住・支援がないため退院困難な群1381名
の想定される収入源（複数回答可）

56.8%

55.6%

14.9%

19.0%

6.6%

4.9%

8.3%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

援助の必要性が低い群

援助の必要性が高い群

就労先決定済 家族からの援助 障害年金を受給している 退院に併せ障害年金を受給 老齢基礎年金を受給している

生活保護を受給している 退院に併せて生活保護を受給 確保が困難 その他 無回答

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

43.1%

45.4%

18.7%

13.8%

16.0%

19.4%

3.5%

4.3%

5.1%

5.9%

援助の必要性が低い群

援助の必要性が高い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

障害年金を受給している

老齢基礎年金を受給している

生活保護を受給している 確保が困難

15.2%

12.8%

4.4%

6.3%

7.7%

12.9%

6.8%

9.4%

3.4%

5.7%

31.6%

23.2%

19.6%

21.9%

2.8%

3.8%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

精神症状のため 問題行動のため ADL低下によるリハビリのため
IADL低下によるリハビリのため 身体合併症治療のため 家庭内調整のため
受け入れ先確保困難なため 生活費の確保が困難なため 自己負担の費用が増えるため
地域医療／サービスが不足しているため 地域社会からの拒否・拒絶・反発・理解不足 その他
無回答

居住・支援がないため退院困難な65歳以上の群687名
が1年以内に退院出来なかった理由（複数回答可）

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

47.8%

55.8%

26.1%

28.6%

13.0%

8.5%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

施設の絶対数の不足

受入施設の対応力不足

貸し主・賃貸業者・他の入居者からの拒否・拒絶等

保証人の不在

その他

無回答

15.8%

15.4%

44.7%

41.0%

34.2%

38.5%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

医療 障害者自立支援法等に係るサービス

介護保険法等に係るサービス その他

無回答

受け入れ先困難と回答した内、その具体的な理由

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

地域医療／サービスが不足している項目の、具体的内容

精神症状のため
ADL低下によるリ
ハビリのため

家庭内調整のため
受け入れ先確保困

難のため
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16.7%

16.9%

8.4%

9.9%

3.6%

6.9%

5.6%

7.7%

2.2%

3.0%

34.0%

29.4%

18.8%

18.5%

2.8%

2.4%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

精神症状のため 問題行動のため ADL低下によるリハビリのため
IADL低下によるリハビリのため 身体合併症治療のため 家庭内調整のため

受け入れ先確保困難なため 生活費の確保が困難なため 自己負担の費用が増えるため

地域医療／サービスが不足しているため 地域社会からの拒否・拒絶・反発・理解不足 その他

無回答

居住・支援がないため退院困難な65歳未満の群694名
が1年以内に退院出来なかった理由（複数回答可）

受け入れ先困難と回答した内、その具体的な理由

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

地域医療／サービスが不足している項目の、具体的内容

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

48.7%

46.1%

25.0%

29.6%

12.7%

8.7%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

施設の絶対数の不足
受入施設の対応力不足
貸し主・賃貸業者・他の入居者からの拒否・拒絶等
保証人の不在
その他
無回答

14.7%

18.8%

70.6%

68.8%

8.8%

12.5%

援助の必要性が

低い群

援助の必要性が

高い群

医療 障害者自立支援法等に係るサービス
介護保険法等に係るサービス その他
無回答

精神症状のため
ADL低下によるリ
ハビリのため 家庭内調整のため

受け入れ先確保困
難のため

居住・支援がないため退院困難な群1381名
の必要とされる医療サービス（複数回答可）

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

31.8%

30.5%

26.5%

27.1%

8.5%

9.0%

22.5%

19.9%

3.2%

4.5%

3.9%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

通院医療 訪問看護等 アウトリーチ デイケア等

ナイトケア 精神症状に対応する一般医 身体合併症に対応する精神科医 不要

その他 無回答

32.0%

29.1%

24.6%

23.5%

8.8%

10.6%

18.3%

13.9%

4.4%

7.2%

7.3%

12.4%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

通院医療 訪問看護等 アウトリーチ デイケア等 ナイトケア 一般医 身体合併症に対応する精神科医 不要 その他 無回答

65歳以上で援助の必要性が高い群は、内科管理の必要度合いが約20％にあたる

65歳未満でも援助の必要性が高い群
は、内科管理がある程度必要

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

65歳未満でも援助の必要性が高い群は、内科管理がある程度必要
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6.8%

2.2%

6.1%

3.1%

15.5%

14.2%

5.1%

5.5%

17.0%

19.7%

11.7%

8.8%

16.9%

21.9%

5.5%

8.3%

6.5%

7.9%

地域生活を営むの

が可能

地域生活を営むの

が困難

居住・支援がないため退院困難な群1381名
の必要とされる障害福祉サービス（複数回答可）

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

3.0% 5.9% 11.0%

6.9%

11.1%

7.7%

12.3%

12.9%

5.2%

8.3%

10.3%

14.7%

16.3%

13.5%

11.9%

18.8%

5.6%

6.5%

2.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

就労移行支援 就労A 就労B 自律訓練（生活・訪問） 自律訓練（宿泊型）

居宅介護 行動援護 生活介護 地活センター 施設入所支援

短期入所 不要 その他 無回答

就労支援、自律訓練の必要度合いが高い

生活介護、施設入所支援の必要度の割合が高い

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

居住・支援がないため退院困難な群1381名
の必要とされる介護保険サービス（複数回答可）

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

全体的に、必要とされるサービスに大きな差は認められない

（平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）
「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

20.5%

20.7%

19.4%

17.4%

4.5%

5.8%

8.0%

5.3%

7.8%

6.4%

10.0%

11.3%

4.1%

10.0%

12.0%

12.1%

5.3%

3.9%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

10.9%

12.6%

15.7%

14.6%

2.9%

2.3%

4.1%

4.0%

5.2%

4.3%

5.6%

6.0%

5.2%

5.3%

29.8%

29.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域生活を営む

のが可能

地域生活を営む

のが困難

訪問介護 訪問看護 訪問リハ 通所介護 通所リハ 短期入所 認知症GH 小規模多機能 不要 その他 無回答

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群
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30.8%

28.1%

32.7%

27.5%

16.9%

16.7%

8.8%

16.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域生活を営むのが可

能

地域生活を営むのが困

難

保健所訪問 市町村訪問 福祉事務所訪問 不要 その他 無回答

居住・支援がないため退院困難な群1381名
の必要とされるその他のサービス（複数回答可）

65歳以上（687名）

65歳未満（694名）

どの患者においても、約7～8割の患者が何らか
の訪問を必要と考えられている （平成24年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野）

「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」のデータを基に作成）

408名
(58.8％)

279名
(40.2%  )

29.8%

28.3%

30.1%

29.7%

16.4%

15.9%

10.5%

15.0%

地域生活を営むのが

可能

地域生活を営むのが

困難

476名
(68.6％)

218名
(31.4％)

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

援助の必要性が
高い群

援助の必要性が
低い群

２．退院プロセス
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律の概要
（平成２５年６月１３日成立、同６月１９日公布）

(１)精神障害者の医療の提供を確保するための指針の策定
厚生労働大臣が、精神障害者の医療の提供を確保するための指針を定めることとする。

(２)保護者制度の廃止
主に家族がなる保護者には、精神障害者に治療を受けさせる義務等が課されているが、家族の高齢化等に伴い、負担が

大きくなっている等の理由から、保護者に関する規定を削除する。

(３)医療保護入院の見直し
①医療保護入院における保護者の同意要件を外し、家族等（＊）のうちのいずれかの者の同意を要件とする。
＊配偶者、親権者、扶養義務者、後見人又は保佐人。該当者がいない場合等は、市町村長が同意の判断を行う。
②精神科病院の管理者に、
・医療保護入院者の退院後の生活環境に関する相談及び指導を行う者（精神保健福祉士等）の設置
・地域援助事業者（入院者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供等を行う相談支援事業者等）との連携
・退院促進のための体制整備
を義務付ける。

(４)精神医療審査会に関する見直し
①精神医療審査会の委員として、「精神障害者の保健又は福祉に関し学識経験を有する者」を規定する。
②精神医療審査会に対し、退院等の請求をできる者として、入院者本人とともに、家族等を規定する。

平成26年４月１日（ただし、１．（４）①については平成28年４月１日）

政府は、施行後３年を目途として、施行の状況並びに精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境の変化を勘案し、
医療保護入院における移送及び入院の手続の在り方、医療保護入院者の退院を促進するための措置の在り方、入院中の
処遇、退院等に関する精神障害者の意思決定及び意思の表明の支援の在り方について検討を加え、必要があると認める
ときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。

１．概要

２．施行期日

３．検討規定

精神障害者の地域生活への移行を促進するため、精神障害者の医療に関する指針（大臣告示）の策定、
保護者制度の廃止、医療保護入院における入院手続等の見直し等を行う。

精神療養病棟入院料の見直し

精神療養病棟入院料について、精神保健指定医配置の要件および、医療法に定める医師の員
数配置の要件を見直し、退院支援に係る要件を追加する。

平成26年度診療報酬改定

精神療養病棟入院料 １，０９０点（１日につき）

（改）当該病棟に専任の常勤の精神科医が１名以上配置されていること。

（改）医療法に定める医師の員数以上の員数が配置されていること（看護
職員２５対１※以上を満たす場合を除く）。※平成３０年３月３１日までは３０対１

（新）平成２６年４月１日以降、当該病棟に入院となった患者に対して、７
日以内に退院支援相談員を指定すること。その上で、退院支援のための
委員会を設置・開催しつつ、退院に向けた相談支援、地域援助事業者等
の紹介、退院調整等に関する院内における業務を実施すること。

精神療養病棟入院料１，０６１点（１日につき）

当該病棟に常勤の精神保健指定医が１名以
上配置されていること。

医療法に定める医師の員数以上の員数が配
置されていること。

精神療養病棟の医師配置等の見直し

平成２６年度
診療報酬改定の概要（改）
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想定されるチーム構成

精神科医

看護師作業療法士ピアサポーター
（当事者）

（都道府県）
・医療法人等に事業委託（モデル事業）
・事業運営に係る評価委員会を設置

・保健所、市町村
・医療機関
・障害福祉サービス事業所
・介護保険事業所
・教育機関
・地域自立支援協議会等

（地域の関係機関）

【対象者】
①受療中断者 ②長期入院の後退院し、病状が
不安定な者 ③未受診者 ④ひきこもり状態の者
※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の
気分障害圏、認知症による周辺症状がある者

（疑含み）を主たる対象とする

家族等からの
相談

情報交換等
による連携

対象者
の紹介

受付・受理

精神障害者アウトリーチ推進事業（平成23年度～）のイメージ

相談支援専門員 精神保健福祉士

★ 在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える。

臨床心理技術者
（臨床心理士等）

平成２５年度予算額
６．８億円

【特徴】・医療や福祉サービスにつながっていない（中断している）段階からアウトリーチ（訪問）を実施
・精神科病院等に多職種チーム（他業務との兼務可）を設置し、対象者及びその家族に対し支援
・アウトリーチチームの支援により、診療報酬による支援（訪問看護等）や自立支援給付のサービスへ
つなげ、在宅生活の継続や病状安定をはかる

◆アウトリーチの実施及び広域連携調整

保健所等において、ひきこもり等の精神障害者を医療へつなげるため、アウトリーチによる

支援を行うとともに、アウトリーチ活動に関して関係機関との広域的な調整等を行う。

◆アウトリーチチーム体制の確保等

地域の関係者、当事者、家族、行政職員等から構成する評価検討委員会を設置し、アウト

リーチチームの事業に係る評価検討を定期的に行うなど、アウトリーチを円滑に実施するため
の体制を確保する。

◆アウトリーチ関係者研修

アウトリーチについて、関係者の理解を深めるとともに、支援に従事する者の人材養成を図る。

精神障害者アウトリーチ推進事業
（平成２６年度より地域生活支援事業に一括計上）

精神障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、保健所等において、ひきこもり等の精神

障害者を医療へつなげるための支援及び関係機関との調整を行うなど、アウトリーチ（多職種チー
ムによる訪問支援）を円滑に実施するための支援体制を確保する。

【実施主体】都道府県 【補助率】１／２

※医療にかかるアウトリーチについては、一部診療報酬化

◎精神障害者地域生活支援広域調整等事業

◎精神障害関係従事者養成研修事業
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平成２５年度平成２４年度平成２３年度

・地域住民との交流事業

地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための外出への同行支援・入居支援等、地域
相談支援として個別給付化

地域移行・地域定着
支援事業（補助金）

障害者総合支援法に基づく法定給付

地域定着支援に係る事業

地域移行に係る事業

「精神障害者地域移行・地域定着支援事業（補助金）」について

予算額 ６．７億円（▲１０億円） 予算額 ３．２億円（▲３．５億円） 予算額 １．２億円（▲２億円）

１ 協議会の設置

２ ピアサポートの
活用

３ 精神科地域共生
型拠点病院の公表

４ 地域住民との交流
事業

５ 高齢入院患者地域
支援事業

地域移行・地域定着
支援事業（補助金）

１ 協議会の設置

２ 地域体制整備ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰの配置

３ ピアサポートの活用

４ 精神科地域共生型
拠点病院の公表

５ 地域住民との交流
事業

６ 高齢入院患者地域
支援事業

・地域移行推進員の配置
・個別支援会議

・協議会の設置
・地域体制整備ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰの配置
・ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄの活用
・精神科地域共生型
拠点病院の公表

厚
生
労
働
省
公
開
プ
ロ
セ
ス

（対前年度）地域移行・地域定着支援事業
（補助金）

平成２６年度
予算(案) ０．８億円（▲０．４億円）

地域移行・地域定着
支援事業（補助金）

・ 協議会の設置

・ ピアサポートの
活用

・ 精神科地域共生
型拠点病院の
公表

・ 高齢入院患者
地域支援事業

【＋効果の検証】

一
般
制
度
化
を
目
指
す

・ 協議会の設置

・ ピアサポートの
活用

・ 精神科地域
共生型拠点
病院の公表

地
域
生
活
支
援
事
業
に
移
行

◆高齢入院患者地域支援事業（平成24年度～）

◆高齢入院患者地域支援事業（平成２４年度～）
・ 精神障害者地域移行・地域定着支援事業のメニューとして、長期高齢の入院患者に対して、院内の
専門職種と地域の関係者がチームとなり、退院に向けた包括的な支援プログラムを実施し、地域移行
を目指すための事業を新設

【現状】
・ ６５歳以上の入院患者が４５．４％、うち５年以上の入院患者は３９．７％（平成１９年精神・障害保健課調べ）
※５年以上かつ６５歳以上の入院患者の多くは、統合失調症患者。
・ 高齢精神障害者に特化した退院支援に向けた専属の職員や専門部署が設置されている病院は少
なく、病院独自の取組に委ねられてきた。
・ 高齢精神障害者の場合、入院期間の長期化等や高齢化による生活機能や意欲の低下から、退院
に向けた支援に時間や人手を要する場合が多い。

（精神科病院）

想定されるチーム構成

病院内の多職種
介護支援専門員

相談支援専門員

退院支援員

院内のチームが、退院に向けた意
欲の喚起、環境調整等を実施

地域移行支援を
活用するなどし
て、退院へ

自宅等
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増悪
地域生活への移行

障害福祉サービ
ス事業所

社会福祉協議会

保健・医療
機関

相談支援事業所

《宿泊型自立訓練》

地域生活の準備や
福祉サービスの見
学・体験のための外
出への同行支援や住
まい探しなどを支
援。

地域生活に移行し
た者や地域生活が不
安定な者などを対象
に夜間等も含む緊急
時の連絡・相談等の
サポートを行う。相談支援事業所や保健所な

ど障害者の地域移行に関連す
る機関、関係者等で構成され
る専門部会（地域移行支援部
会等）を設置し、地域の課題
を踏まえた支援体制の整備等
を協議

不動産関係業者

ハローワーク市町村保健福祉
担当部局

《自宅等》《入所施設、精神科病院》

《保健所》

連携連携

連携連携連携連携

〈障害者〉

〈精神

（障害者〉

・地域の支援体制に関する
提言

・必要に応じ、関係機関
との調整

障害者の地域移行・地域生活を支える体制整備の着実な推進

1人暮らしに近い形
態のサテライト型住
居の創設を検討
(H26～)

《サテライト》

《グループホーム》

協 議 会

ॽ
␗
६
؞


হ


ಉ
भ
ৼ


通
所
・
訪
問
等

レスパイト等

・入所者、入院患者が相談支援事
業所にアクセスしやすくなるよ
うな取組（障害者向けパンフ
レットの作成等）

基幹相談支援
センター

《一般病院》

地域定着支援

障害者の抱える課
題や適切なサービス
利用に向けて、ケア
マネジメントにより
きめ細かく支援。

地域移行支援計画相談支援

・24時間精神医療
相談窓口

・休日・夜間救急 ・かかりつけ医

他職種チームによる訪問支援

アウトリー
チチームに
よる支援

訪問・外来
デイケア

精神科救急
医療体制

空床利用型の
短期入所を認
めるなど規制
緩和（H23）

《精神科診療所》

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

（地域移行支援）
・地域移行支援サービス費 2,300単位/月

・退院・退所月加算 2,700単位/月
（退院・退所月に加算）

・集中支援加算 500単位/月
（月6日以上面接・同行による支援
を行った場合に加算）

・障害福祉サービス事業の 300単位/日
体験利用加算

・体験宿泊加算（Ⅰ） 300単位/日

・体験宿泊加算（Ⅱ） 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

（地域定着支援）
・地域定着支援サービス費

〔体制確保分〕 300単位/月
〔緊急時支援分〕 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

報 酬 単 価報 酬 単 価

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要

地域移行支援・・・障害者支援施設、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移
行するための支援を行う。

地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を
行う。

地域移行支援 地域定着支援

事業所数 ２６５事業所 ３２０事業所

利用者数 ５１１人 １，５６７人

国保連平成25年10月実績
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H24 H25 H26

8,189 
11,129 

13,648 

単位：人H25.10月
サービス実績
1,567人

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の利用者数実績等

◆ 第３期障害福祉計画における見込量

地域定着支援

◆ 障害別利用者数の推移（Ｈ２４.４～Ｈ２５.１０）

◆ 都道府県別利用者数（Ｈ２５.１０）

H24 H25 H26

6,431 
7,634 

8,960 

単位：人H25.10月
サービス実績
511人

H25.3月
サービス実績
547人

H25.3月
サービス実績
1,282人

地域移行支援

地域定着支援地域移行支援

（単位：人）
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（人）
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合計（障害児及び難病等対象者を含む）
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群馬県

埼玉県
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東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県
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滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

地域移行支援

地域定着支援

416

168

〔宿泊型自立訓練〕

日中、一般就労や外部の障害福祉サービス並びに同一敷地内の日中活動サービスを利用している者等

※対象者に一定期間、 夜間の居住の場を提供し、帰宅後に生活能力等の維持・向上のための訓練を実施、または、昼夜を
通じた訓練を実施するとともに、地域移行に向けた関係機関との連絡調整を行い、積極的な地域移行の促進を図ることを目的
とする。

○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援や、
日常生活上の相談支援等を実施

■ 個別支援計画の進捗状況に応じ、昼夜を通じた訓練を組
み合わせ

■ 利用者ごとに、標準利用期間は原則2年間(長期入院者等の
場合は3年間)とし、市町村はサービスの利用開始から1年ごと
に利用継続の必要性につ いて確認し、支給決定の更新を実
施

■ サービス管理責任者
■ 生活支援員 → １０：１以上
■ 地域移行支援員 → １人以上 等

○報酬単価（平成24年4月～）
■基本報酬

宿泊による訓練 （標準利用期間が２年間とされる利用者） 267単位（２年以内）～160単位（２年超）

（標準利用期間が３年間とされる利用者） 267単位（３年以内）～160単位（３年超）

■主な加算

夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）
→（Ⅰ） 警備会社との契約等により夜間において必要な防災体
制を確保している場合 12単位
（Ⅱ）夜間及び深夜の時間帯において、利用者の緊急事態等
に対応するための連絡体制・支援体制が適切に確保されてい
る場合 10単位

通勤者生活支援加算
→職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理につい
ての指導等就労を定着させるために必要な日常生活上の支
援を行っている場合 18単位看護
職員配置加算（Ⅱ）
→健康上の管理などの必要がある利用者がいるために看護職
員を常勤換算方法で１以上配置している場合 13単位

○事業所数 249（国保連平成25年10月実績） ○利用者数 4,240（国保連平成25年10月実績）
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H24.4.1～

連携

日中活動サービスの実施
（自立訓練（生活訓練）、就労継続支援Ｂ型など）

地域移行支援・地域定着支援の実施
（新生活の準備支援、２４時間の相談支援体制、緊急時対応など）

ショートステイの実施
（再入院の予防・悪化時の受け入れなど）

＋ 事業者の選択により、次のサービスを
組み合わせて実施

▲ 改正障害者自立支援法の施行・新体系移行の期限

★相談支援の充実
・ ケアマネジメントの導入によりサービス利用計画案を重視
・ 相談支援体制の強化（地域移行支援・地域定着支援の個別給付化）など

改正障害者自立支援法の施行に伴い、平成24年度からは宿泊型自立訓練と就労継続支援などの日中活動サービス
やショートステイの事業等を組み合わせて実施しやすくするとともに、新たに創設する地域移行支援・地域定着支援を組
み合わせて実施すること等により、病院・入所施設からの地域移行・地域生活への定着を一層促進。

宿泊型自立訓練の地域移行・地域生活支援機能の強化

宿泊型自立訓練
（夜間における地域生活のための訓練等）

精神障害者生活訓練施設、知的障害者通
勤寮など旧体系施設

（昼夜を通じた社会復帰のため訓練等）

※旧体系施設については、平成２４年３月末
までに新体系へ移行することが必要

～H24.3.31

地域移行・地域生活支援機能の強化を図る観点等
から宿泊型自立訓練の規制の見直しを検討

① 標準利用期間が3年の場合の報酬設定の見直し等

② 短期入所を行う場合の要件緩和（空床の利用）

など

・ 長期間入院していた者等の減額単価（162単位）の適用

時期を現行の2年から標準利用期間である3年を超える場

合に延長。

・ 支給決定プロセスの見直しに伴い、長期入院者に加え、

長期のひきこもりなど長期の支援が必要な場合は、標準利

用期間を3年とするよう、自治体・事業者等に周知。

宿泊型自立訓練等においても、必要な人員を配置した場合には、
空床等を利用して短期入所事業が実施できるよう、現行基準を見直
し。

３．地域の保健医療福祉資源
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障害福祉サービス見込量と実績の比較推移 （訪問系サービス）

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
量

384.4
万時間

12.6
万人

平成21年度 平成22年度 平成23年度

見込み

366.0
万時間

11.9
万人

対見込み
95.2％

425.7
万時間

13.8
万人

394.5
万時間

13.2
万人

対見込み
92.7％

482.1
万時間

15.1
万人

462.3
万時間

15.9
万人

対見込み
95.9％

実績

対前年度 7.8％増

対前年度 17.2％増

見込み見込み 見込み実績 実績 実績

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
量

677.6
万人日分

平成21年度 平成22年度 平成23年度

見込み

830.8
万人日分

対見込み
122.6％

709.1
万人日分

843.2
万人日分

対見込み
118.9％

789.9
万人日分

867.5
万人日分

対見込み
109.8％

実績

対前年度 1.5％増

対前年度 2.9％増

見込み見込み 見込み実績 実績 実績

障害福祉サービス見込量と実績の比較推移 （日中活動系サービス）

※児童デイ・短期入所・療養介護は含んでいない。

※「人日分」＝「月間の利用人数」×「一人一月当たりの平均利用日数」
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障害福祉サービス見込量と実績の比較推移 （GH・CH）

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
量

5.9
万人

平成21年度 平成22年度 平成23年度

見込み

5.6
万人

対見込み
94.9％

6.8
万人

6.3
万人

対見込み
92.6％

8.3
万人

7.2
万人

対見込み
86.7％

実績

対前年度 12.5％増
対前年度 14.3％増

見込み見込み 見込み実績 実績 実績

精神障害者の障害福祉サービスの利用状況

サービス種類

平成25年10月

利用者数（人）

総数
障害種別内訳

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者

居宅介護 144,984 65,897 24,856 44,312 9,550 369 

重度訪問介護 9,606 9,241 312 40 5 8 

行動援護 7,519 394 4,266 41 2,818 0 

重度障害者等包括支援 38 17 21 0 0 0 

同行援護 21,014 20,662 148 34 167 3 

療養介護 19,333 16,713 2,605 6 8 1 

生活介護 251,275 75,087 171,841 4,251 77 19 

短期入所 37,875 10,034 20,903 1,117 5,817 4 

共同生活介護 59,170 4,688 45,876 8,593 9 4 

施設入所支援 133,362 41,248 91,343 757 8 6 

共同生活援助 27,437 883 13,035 13,512 5 2 

自立訓練（機能訓練） 2,626 2,559 26 34 2 5 

自立訓練（生活訓練） 12,899 550 4,860 7,470 15 4 

宿泊型自立訓練 4,240 56 1,391 2,793 0 0 

就労移行支援 27,045 2,556 13,603 10,834 22 30 

就労移行支援（養成施設） 199 199 0 0 0 0 

就労継続支援A型 33,213 7,261 13,330 12,543 10 69 

就労継続支援B型 175,352 22,608 99,060 53,571 67 46 

計 967,187 280,653 507,476 159,908 18,580 570 

計画相談支援 43,004 11,123 16,495 14,707 574 105 

地域移行支援 511 32 52 427 0 0 

地域定着支援 1,567 247 512 806 0 2 

相談支援を含む計 1,012,269 292,055 524,535 175,848 19,154 677 

・ 平成25年10月現在、障害福祉サービスを利用している精神障害者は、13.8万人（実人員）。
・ 障害福祉サービスの種類ごとの利用状況をみると、約2.2万人が住まいの場としてグループホーム、ケアホームを利用している。
・ 日中活動の場としては、就労継続支援Ｂ型が5.4万人、就労継続支援Ａ型が1.3万人、就労移行支援が1.1万人と就労系サービスの利

用が最も多く、次いで日常生活上の訓練等を行う自立訓練（生活訓練）が0.7万人となっている。
・ 平成24年4月から個別給付化された地域相談支援は、地域移行支援を427人、地域定着支援を806人が利用している。

（出典）国保連データ（10月サービス提供実績）
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34,085 37,499 42,027 48,394 
55,983 

63,323 
71,866 

90,905
100,010 

81,729

グループホーム CH・GH

平成19年3月
障害福祉計画に

係る進捗状況実績

平成20年3月
国保連データ

速報値

平成21年3月
国保連データ

速報値

平成22年3月
国保連データ

速報値

平成23年3月
国保連データ

速報値

平成24年3月
国保連データ

速報値

平成25年3月
国保連データ

速報値

平成25年10月
国保連データ

速報値

86,607人

平成17年度

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量

（人
分）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（対前年度 10%増） （対前年度 12%増） （対前年度 15%増） （対前年度 16%増） （対前年度 13%増） （対前年度 13%増）

障害児・者の地域移行を推進し、障害者が居住の支援と日中活動の支援を自ら選択して利用できる昼夜分離を
進めるなど、障害児・者が地域で安心して生活するためのサービス基盤の整備を促進する。

ケアホーム・グループホームの整備促進は、障害者の居住支援という観点から重要であり、各自治体が策定した
障害福祉計画においては、平成２６年度に１０．０万人の利用が見込まれている。

第２期障害福祉計画第１期障害福祉計画第１期障害福祉計画 第３期障害福祉計画

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（対前年度 14％増） （対前年度－） （対前年度－）

実 績 見込量

グループホーム・ケアホームの利用者数の推移

（出典）国保連データ

○ 平成20年4月から平成25年3月までの5年間で、グループホームは、利用者数が7,638人（1,527人/年）増加。ケアホームは、
利用者数が30,497人（6,099人/年）増加。

○ 利用者数の推移を障害種類別にみると、いずれも精神障害者の伸び率が知的障害者の伸び率を上回っている。

グループホーム ケアホーム

グループホーム・ケアホームの障害種類別利用者数の推移

1,144 1,287 1,776 2,451 3,257 4,176 

20,817 23,890 
29,214 

33,568 
38,387 

43,211 2,861 
3,512 

4,497 
5,256 

6,449 

7,925 

24,824 
28,691 

35,492 
41,288 

48,105 
55,321 
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精神障害者
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身体障害者

合 計

精神障害者
H20.4⇒H25.3
＋5,064人(2.8倍)

知的障害者
H20.4⇒H25.3
＋22,394人(2.1倍)

身体障害者※
H20.4⇒H25.3
＋3,032人(3.7倍)

※ H21.10から対象

246 250 316 477 686 843 

10,246 10,464 10,479 11,028 11,671 12,522 

8,273 8,985 9,693 10,523 11,393 13,036 18,770 19,703 20,491 22,035 23,761 
26,408 
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＋4,763人（1.6倍）

知的障害者
H20.4⇒H25.3
＋2,276人(1.2倍)

身体障害者※
H20.4⇒H25.3
＋597人(3.4倍)

身体障

害者
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知的
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害者※
1%

知的

障害者
55%

精神

障害者
44%

平成20年4月

※ 知的障害又は精神障害との重複のみ

身体障

害者※
5%

知的

障害者
84%

精神

障害者
11%

平成20年4月

※ 知的障害又は精神障害との重複のみ

※ H21.10から対象
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平成17年度

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量

グループホーム
３．４万

（人分）
平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年３月

48,394人
55,983人

63,323人 71,866人

42,027人

○ケアホーム・グループホーム利用者の推移

○施設入所者数の推移

施設等から地域への移行の推進

入所施設の利用者数は、障害者自立支援法前から着実に減少している。
ケア ホーム・グループホーム利用者は着実に増加している。

入所者数（人）

出典：国保連データ速報値等

平成17年度
（17年10月１日）

平成２０年10月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

ケアホーム
グループホーム

81,729人

平成25年３月

出典：国保連データ速報値等

146,001 
144,425

139,851 139,859

136,653
134,573 134,247 

グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活の援助等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て
構造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型（現行ケアホーム
型））、②グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業所に委託するか（外部サービス
利用型）のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

介護サービスの
提供

居宅介護事
業所

居宅介護事
業所

★介護サービスについては、現行のケアホームと同様に当該事業所の従業
者が提供。
★利用者の状態に応じて、介護スタッフ（生活支援員）を配置。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人・生活支援員〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
食事等の介護

★介護サービスについて、事業所はアレンジメント（手配）のみを行い、
外部の居宅介護事業者等に委託。
★介護スタッフ（生活支援員）については配置不要。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
介護サービスの手配

×
原則、利用

不可

〈ホームヘルパー〉 〈ホームヘルパー〉

〈市町村〉

ਾ
ີ
੍
௸

〈市町村〉

委託料支払

委託契約

介護サービス包括型のイメージ

ਾ
ີ
੍
௸

外部サービス利用型のイメージ

一元化後のグループホームは、介護を必要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、介護を必要とする者の数も一
定ではないことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、これ

までのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望む声もある。

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

★重度の障害者に限っ
て、個人単位のホームヘ
ルプ利用（現行の特例措
置）を認める。
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共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1人で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな支援形態の1つとして本体住居との密接な連携（入居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での
生活を望む人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、
物件が見つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

サテライト型住居の概要

本体住居 サテライト型住居

共同生活住
居の入居定
員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の
設備

居間、食堂等の利用者
が相互に交流を図るこ
とができる設備

本体住居の設備を利
用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

（サテライト型住居を設置する場合の設備基準）

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれも事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単身等での生活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まない
ものとする（事業所の利用定員には含む）。

ＧＨ併設型 単独型

地域における居住支援のための機能強化

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の抱える課題に応じて、居住支援のための機能（相談、体験の機会・場、緊
急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を地域に整備していく手法としては、❶ これらの機能を集約して整備する「多機能
拠点整備型」（グループホーム併設型、単独型）、❷地域において機能を分担して担う「面的整備型」等が考えられる。

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム

グループホーム

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的な宿泊の場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための事業
や地域の関係機関と連絡調整を行うコーディネート事業を行うこと

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福祉計画に地域居住支援の一環として位置づけられていること
③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されていること
④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が２０人以下（短期入所（空床利用型を除く。）を行う場合、当該短期入所の利用定員数
を含む。）で あること

都市部など土地の取得が困難な地域等においても、各都道府県の判断で地域の居住支援体制を柔軟に整備できるよう、次のいずれにも該当するものと
して都道府県が認めた場合は、１の建物の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。

この場合、専門的な知識・技
術を有するスタッフによる支
援や夜間の支援体制等を確保
する観点等から、一定程度の
規模が必要なケースも考えら
れる。

（参考）居住支援のための機能強化の整備手法のイメージ

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討

１の建物における共同生活住居の設置数に関する特例

多機能拠点整備型 面的整備型

等 等 等

44
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地域移行型ホーム・精神障害者退院支援施設の概要

地域移行型ホーム 精 神 障 害 者 退 院 支 援 施 設

病院の建物の精神病床を転換する場合 左記以外の場合

法律位置付け 共同生活援助、共同生活介護

の立地の特例

自立訓練（生活訓練）、就労移行支援

において宿泊の場を提供した場合の報酬上の加算

定員規模 ○事業の最低定員４人以上（30人以下）

○１住居当たり2人以上10人（既存建物を活用
する場合20人（知事の個別承認で30人）まで

２０人以上６０人以下 ２０人以上３０人以下

居 室 ○原則として個室

○1人当たり床面積：7.43㎡

○１室当たり４人以下

○１人当たり床面積 ： ６㎡以上

○原則として個室

○１人当たり床面積 ： ８㎡以上

設 備 居間、食堂、風呂、トイレ、洗面所、台所等 浴室、洗面設備、便所等（その他自立訓練（生活訓練）、就労移行支援に必要な設備）

人 員 配 置

【共同生活援助の場合】

○世話人 10：１以上

【共同生活介護の場合】

○世話人 ６：１以上

○生活支援員 区分に応じて９：１以上

～2.5：１以上

【共通事項】

○サービス管理責任者 30：１以上

○管理者 1人

【生活訓練の場合】

○生活支援員 ６：１以上

【就労移行支援の場合】

○職業指導員・生活支援員 ６：１以上 ○就労支援員 １５：１以上

【共通事項】

○サービス管理責任者 60：１以上 ○夜間の生活支援員 1人以上
○管理者 1人

報 酬 基 準

（日単位）

○共同生活援助：世話人の配置に応じて

254単位～119単位

○共同生活介護：世話人の配置及び区分

に応じて639単位～208単位

＜定員４０人以下の場合＞

○生活訓練 ： ６６２単位

○就労移行支援 ： ７４２単位

○精神障害者退院支援施設加算

〈宿直体制〉 １１５単位 〈夜勤体制〉 １８０単位

事業所数 19カ所（精神・障害保健課調べ） 2カ所（精神・障害保健課調べ）

備 考 ○新規指定は平成24年３月31日まで（運

営は可）

○原則２年間の利用

○外部の日中活動サービス等を利用

○新規指定は平成２４年３月３１日まで（運営は可）

○２年又は３年の標準利用期間（日中の自立訓練、就労移行支援に夜間が付属）

○精神病床転換によって設置（病棟設備の転用又は病棟建物外での設置）

○外部での活動など、地域移行に向けての準備等のサービスを提供

○ 障害者が地域において自立した日常生活・社会生活を営むことができるようにするためには、グループホームなど地域にお

ける住まいの場の確保が重要。

○ このため、厚生労働省、国土交通省の連名で通知を発出し、障害者の住まいの場の確保等に関する両省の施策について広く

紹介するとともに、各地方公共団体においても、福祉部局と住宅部局の連携を図り、これらの施策についての取組を強化するよう依頼。

（平成２１年１１月１２日付厚生労働省社会・援護局地域福祉課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
障害福祉課長、国土交通省住宅局住宅総合整備課長、国土交通省住宅局安心居住推進課長連名通知） 最終改正：平成２５年４月１日

（１）グループホーム・ケアホームの整備の促進等

○ 公営住宅をグループホーム等として活用するためのマニュアルの周知

○ 厚生労働省における施設整備費の助成等や国土交通省の「社会資本整備総合交付金」等の活用により、各自治体が定め

る障害福祉計画に基づく計画的な整備を支援

○ 平成２３年１０月からグループホーム等を利用している障害者に対して月額１万円を上限に居住に要する費用を助成。

（２）公的賃貸住宅への入居の促進

○ 障害者の優先枠の設定や障害者向けの公営住宅の供給等による入居促進

○ 既存民間住宅の一部を借り上げて行う公営住宅の供給

（３）民間賃貸住宅への入居の円滑化

○ 障害者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援する居住支援協議会の積極的な活用及び協議会との緊密な連携

○ 民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業による障害者等が円滑に入居できる民間住宅の供給支援

○ 財団法人高齢者住宅財団が未払い家賃の債務保証を行う家賃債務保証制度の普及

（４）地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

○ 障害者支援施設の入所者等に対し、住居の確保など地域生活に向けた支援を行う「地域移行支援」、１人暮らし等の障

害者と常時連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行う「地域定着支援」を平成２４年度から実施

◆ 趣 旨

◆ 厚生労働省・国土交通省の主な施策

障害者の住まいの場の確保のための福祉部局と住宅部局の連携について（概要）
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①特別養護老人ホーム ②養護老人ホーム ③軽費老人ホーム ④有料老人ホーム
⑤サービス付き

高齢者向け住宅

⑥認知症高齢者

グループホーム

根拠法 老人福祉法第20条の5 老人福祉法第20条の4
・社会福祉法第65条
・老人福祉法第20条の6

・老人福祉法第29条 ・高齢者住まい法第5条
・老人福祉法第5条の2
第６項

基本的

性格

要介護高齢者のための
生活施設

環境的、経済的に困窮
した高齢者の施設

低所得高齢者のための
住居

高齢者のための住居 高齢者のための住居
認知症高齢者のための
共同生活住居

定義
入所者を養護することを
目的とする施設

入居者を養護し、その者
が自立した生活を営み、
社会的活動に参加するた
めに必要な指導及び訓練
その他の援助を行うことを
目的とする施設

無料又は低額な料金で、
食事の提供その他日常生
活上必要な便宜を供与す
ることを目的とする施設

入浴、排せつ若しくは食
事の介護、食事の提供、
洗濯、掃除等の家事、健
康管理をする事業を行う
施設

状況把握サービス、生活
相談サービス等の福祉
サービスを提供する住宅

入浴、排せつ、食事等の
介護その他の日常生活上
の世話及び機能訓練を行
う住居共同生活の住居

利用できる

介護保険

・介護福祉施設

サービス

・特定施設入居者生活介護

・訪問介護、通所介護等の居宅サービス

・認知症対応型

共同生活介護

主な

設置主体

・地方公共団体

・社会福祉法人

・地方公共団体

・社会福祉法人

・地方公共団体

・社会福祉法人

･知事許可を受けた法人

・限定なし

（営利法人中心）

・限定なし

（営利法人中心）

・限定なし

（営利法人中心）

対象者

65歳以上の者であって、
身体上又は精神上著しい
障害があるために常時の
介護を必要とし、かつ、居
宅においてこれを受ける
ことが困難なもの

65歳以上の者であって、
環境上及び経済的理由
により居宅において養護
を受けることが困難な者

身体機能の低下等により
自立した生活を営むこと
について不安であると認
められる者であって、家族
による援助を受けること
が困難な60歳以上の者

老人

※老人福祉法上、老人に
関する定義がないため、
解釈においては社会通
念による

次のいずれかに該当する
単身・夫婦世帯

・60歳以上の者
・要介護/要支援認定を受
けている60歳未満の者

要介護者/要支援者で
あって認知症である者（そ
の者の認知症の原因とな
る疾患が急性の状態にあ
る者を除く。）

１人当たり

面積
10.65㎡ 10.65㎡

21.6㎡（単身）
31.9㎡（夫婦）など

13㎡（参考値） 25㎡ など 7.43㎡

施設数※１ 7,865件 (H25.10) 962件 (H23.10)※２ 2,155件 (H23.10)※２ 8,499件 (H25.7) 4,524件 (H26.2.28) 12,124件 (H25.10)

定員数※１ 516,000人 (H25.10) 65,433人 (H23.10)※２ 91,786人 (H23.10)※２ 349,975人 (H25.7) 145,736戸 (H26.2.28) 176,900人 (H25.10)

※１： ①・⑥→介護給付費実態調査、 ②・③→社会福祉施設等調査、 ④→厚生労働省老健局調べ、 ⑤→サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム調べ
※２： H23社会福祉施設等調査において、調査票の回収率から算出した推計値

高齢者向け住まいの概要

高齢者向け住まいの件数

（単位：件）

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（2/28時点）」による。
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高齢者向け住まいの定員数
（単位：人・床）

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（2/28時点）」による。
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設置根拠

生活保護法
第３８条
第１項１号

生活保護法
第３８条
第１項２号

生活保護法
第３８条
第１項３号

生活保護法
第３８条
第１項４号

生活保護法
第３８条
第１項５号

目 的

身体上又は精神上著
しい障害があるため
に日常生活を営むこ
とが困難な要保護者
を入所させて、生活
扶助を行う

身体上又は精神
上の理由により
養護及び生活指
導を必要とする
要保護者を入所
させて、生活扶
助を行う

医療を必要とする要
保護者に対して医療
の給付を行う

身体上若しくは精神上
の理由又は世帯の事情
により就業能力の限ら
れている要保護者に対
して、就労又は技能の
修得のために必要な機
会及び便宜を与えて、
その自立を助長する

住居のない要保
護者の世帯に対
して、住宅扶助
を行う

設置主体 都道府県、市町村、社会福祉法人、日本赤十字社

運営費 措置費：国3/4、都道府県・市町村1/4 （医療保護施設は措置費ではなく診療報酬で運営）

整備費
法人立：国1/2、県1/4、設置主体1/4
（都道府県立・市町村立は１８年度から補助対象外、医療保護施設は整備費補助はなし）

施
設
数

設置者 総数 公立 私立 総数 公立 私立 総数 公立 私立 総数 公立 私立 総数 公立 私立

21
22
23

１８６
１８８
１８４

45
45
39

141
143
145

２０
１９
２１

16
15
17

４
４
４

６０
６０
５８

2
2
3

58
58
55

２１
２０
２０

7
7
6

14
13
14

１２
１０
１１

8
6
7

6
4
4

定 員 １６，８８５人 １，９１１人 ６２３人 ８２０人

在所者数 １６，８２４人 １，６５１人 ４３９人 ４２８人

（注）１ 施設数以下の資料：「社会福祉施設等調査報告」
２ 施設数欄は各年１０月１日現在。定員、在所者数欄は、平成２３年１０月１日現在。

保護施設の概要
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○ 被保護世帯の抱える問題が多様となる中、救護施設については、従来より、
・ 退院促進等の受け皿として居宅での生活が困難な精神障害者を受け入れる
・ 障害別に機能分化された施設には適応しない重複障害者を受け入れる
などの役割を担ってきている。

○ 最近では、社会生活に適応できないため、地域での生活が難しく、施設に入所
せざるを得ない者（ホームレス、アルコール・薬物依存、ＤＶ被害者等）の受け
皿としても活用されている。

○ 入所者のうち、精神障害者が特に多く、退所後の行き先が居宅であるケースは
平成２２年度調査時において、約４割 となっている。これは、平成１９年度調
査時（約３割）と比べて大幅に増加している。

○ なお、「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告」（平成16年12月）に
おいては、「生活支援のみならず、自立支援の観点から入所者の地域生活への移
行の支援や居宅生活を送る被保護者に対する生活訓練の場として、保護施設を活
用することを検討すべき」旨の指摘がなされている。

「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書（抜粋）」（平成16年12月15日 生活保護制度の在り方に関する専門委員会）

第３ 生活保護の制度・運用の在り方と自立支援について

３ 保護施設の在り方

‥‥‥救護施設、更生施設及び授産施設については、居宅での保護や他法の専門的施設での受入が可能な者についてはこれを優先すべき
であり、また原則的にはそれへ移行する経過的な施設として位置付け、施設最低基準の再検討も行う必要がある。特に、救護施設については、
近年においても施設数や定員が増加しているが、生活扶助を実施するための施設としてだけではなく、現実に求められている多様なニーズに
対応し、自立支援プログラムとの関連において、入所者の地域生活への移行の支援や居宅生活を送る被保護者に対する生活訓練の実施の場と
して活用することについて検討することが重要である。

救護施設の状況について

（参考２）退所後の行先（21年度実績）

（参考１）22年10月１日現在の入所者の状況

身体 知的 精神 身＋知 身＋精 精＋知 身＋知＋精 生活障害 その他 計

人数 1,522 2,716 5,782 1,059 947 2,091 507 660 1,784 17,068

割合 8.9% 15.9% 33.9% 6.2% 5.5% 12.3% 3.0% 3.9% 10.5% 100.0%

54.6%

平成22年度全国救護施設実態調査

人数 割合 人数 割合

他の救護施設 58 2.6% 74 2.6%
救護施設以外の保護施設 19 0.8% 16 0.6%
他の障害者施設 45 2.0% 35 1.2%
介護保険施設 80 3.6% 135 4.7%
介護保険施設以外の老人福祉施設 89 4.0% 101 3.5%
その他の社会福祉施設 8 0.4% 18 0.6%
家族（両親等）と同居して居宅生活 44 2.0% 54 1.9%
アパート等で（単身、配偶者と）居宅生活 561 24.9% 989 34.6% 39.2%
グループホーム福祉ホームで居宅生活 56 2.5% 77 2.7%
入院（精神科病院） 269 11.9% 287 10.0%
入院（一般病院） 219 9.7% 202 7.1%
司法施設 9 0.4% 14 0.5%
野宿生活 13 0.6% 16 0.6%
死亡 374 16.6% 428 15.0%
不明 304 13.5% 330 11.5%
その他 105 4.7% 82 2.9%

合計 2,253 100 .0% 2,858 100 .0%

H18年度 H21年度
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